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一部事務組合下北医療センター 

東 通 村 診 療 所 

 



 

訪 問 看 護 契 約 書 

 

      （以下「利用者」という。）と一部事務組合下北医療センター東

通村診療所（以下「事業者」という。）とは、訪問看護サービスの利用に関し

て次のとおり契約を結びます。 

 

（目的） 

第１条  事業者は、介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い、利用者

がその有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことが

できるよう、利用者の療養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目

指すことを目的として訪問看護サービスを提供します。 

２   事業者は、訪問看護サービスの提供にあたっては、利用者の要介護

状態区分及び利用者の被保険者証に記載された認定審査会意見に従

います。 

 

（契約期間） 

第２条  この契約書の契約期間は、令和  年  月  日から要介護認定

有効期間の満了日までとします。但し、上記の契約期間の満了日前に、

利用者が要介護状態区分の変更の認定を受け、要介護（支援）認定有

効期間の満了日が更新された場合には、変更後の要介護（支援）認定

有効期間の満了日までとします。 

２   前項の契約期間満了日の７日前までに利用者から更新拒絶の意思

表示がない場合は、この契約は同一の内容で自動更新されるものとし、

その後もこれに準じて更新されるものとします。 

３   本契約が自動更新された場合、更新後の契約期間は、更新前の契約

期間満了日の翌日から更新後の要介護（支援）認定有効期間の満了日

までとします。 

 

（運営規程の概要） 

第３条  事業者の運営規程の概要（事業の目的、職員の体制、訪問看護サー

ビスの内容等）、従業者の勤務の体制等は、別紙重要事項説明書に記載

したとおりです。 
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（訪問看護計画の作成・変更） 

第４条  事業者は、主治医の指示、利用者の日常生活全般の状況及び希望を

踏まえて、訪問看護計画を作成し、訪問看護計画作成後も当該実施状

況の把握に努めます。 

２   訪問看護計画には、療養上の目標や目標達成のための具体的なサー

ビス内容等を記載します。 

３   訪問看護計画は、居宅サービス計画が作成されている場合は、その

内容に沿って作成します。 

４   事業者は、次のいずれかに該当する場合には、第１条に規定する訪

問看護サービスの目的に従い、訪問看護計画の変更を行います。 

（１） 利用者の心身の状況、その置かれている環境等の変化により、当該

訪問看護計画を変更する必要がある場合 

（２） 利用者が訪問看護サービスの内容や提供方法等の変更を希望する場

合 

５   前項の変更に際して、居宅サービス計画の変更が必要となる場合は、

速やかに利用者の居宅介護支援事業者に連絡するなど必要な援助を

行います。 

６   事業者は、訪問看護計画を作成しまたは変更した際には、これを利

用者及びその後見人または家族に対し説明し、その同意を得るものと

します。 

７   訪問看護サービスの内容を変更した場合、利用者と事業者とは、利

用者が変更後に利用する訪問看護サービスの内容、利用回数、利用料

及び介護保険の適用の有無について記載した契約書別紙サービス内

容説明書を添付した利用サービス変更合意書を交わします。 

 

（主治医との関係） 

第５条  事業者は、診療録における主治医の指示に従って訪問看護サービス

を提供し、その実施状況等を診療記録へ記載します。 

 

（担当の訪問看護員） 

第６条  事業者は、利用者のため、担当の訪問看護員を定め、利用者に対し

て訪問看護サービスを提供します。 

２   事業者は、担当の訪問看護員を選任し、または変更する場合には、

利用者の状況とその意向に配慮して行います。 

３   利用者は、事業者に対し、いつでも担当の訪問看護員の変更を申し

出ることができます。 

 

                    ―２― 



４   事業者は、前項の申し出があった場合、第１条に規定する訪問看護

サービスの目的に反するなど変更を拒む正当な理由がない限り、利用

者の希望に添うように担当の訪問看護員を変更します。 

 

（訪問看護サービスの内容及びその提供） 

第７条  事業者は、担当の訪問看護員を派遣し、契約書別紙訪問看護重要事

項説明書に記載した内容の訪問看護サービスを提供します。 

２   事業者は、利用者に対して訪問看護サービスを提供するごとに、当

該サービスの提供日及び内容、介護保険から支払われる報酬等の必要

事項を、利用者が依頼する居宅介護支援事業者が作成する所定の書面

に記載し、利用者の確認を受けることとします。 

３   事業者は、利用者の訪問看護サービスの実施状況等に関する記録を

整備し、その完結の日から２年間保存しなければなりません。 

４   利用者及びその後見人（後見人がいない場合は利用者の家族）は、

必要がある場合は、事業者に対し前項の記録の閲覧及び自費による謄

写を求めることができます。ただし、この閲覧及び謄写は、事業者の

業務に支障のない時間に行うこととします。 

 

（居宅介護支援事業者等との連携） 

第８条  事業者は、利用者に対して訪問看護サービスを提供するにあたり、

利用者が依頼する居宅介護支援事業者またはその他保健・医療・福祉

サービスを提供する者との密接な連携に努めます。 

 

（協力義務） 

第９条  利用者は、事業者が利用者のため訪問看護サービスを提供するにあ

たり、可能な限り事業者に協力しなければなりません。 

 

（苦情対応） 

第１０条 事業者は、苦情対応の責任者及びその連絡先を明らかにし、事業者

が提供した訪問看護サービスについて利用者、利用者の後見人または

利用者の家族から苦情の申し立てがある場合は、迅速かつ誠実に必要

な対応を行います。 

２   事業者は、利用者、利用者の後見人または利用者の家族が苦情申し

立て等を行ったことを理由として、利用者に対し何ら不利益な取扱い

をすることはできません。 
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（緊急時の対応） 

第１１条  事業者は、現に訪問看護サービスの提供を行っているときに利用

者に容態の急変が生じた場合、必要に応じて臨時応急の手当てを行う

とともに、速やかに主治医に連絡を取るなど必要な対応を講じます。 

 

（費用） 

第１２条 事業者が提供する訪問看護サービスの利用単位毎の利用料とその

他の費用は、別紙重要事項説明書に記載したとおりです。 

２   利用者は、サービスの対価として、前項の費用の額をもとに算定さ

れた利用者負担額を事業者に支払います。 

３   事業者は、提供する訪問看護サービスのうち、介護保険の適用を受

けないものがある場合には、特にそのサービスの内容及び利用料金を

説明し、利用者の同意を得ます。 

４   事業者は前項に定める費用の額にかかるサービスの提供にあたっ

ては、あらかじめ利用者に対し、当該サービスの内容及び費用につい

て説明を行い、利用者の同意を得なければなりません。 

５   事業者は、訪問看護サービスの利用単位毎の利用料及びその他の費

用の額を変更しようとする場合は、１ヶ月前までに利用者に対し文書

により通知し、変更の申し出を行います。 

６   事業者は、前項に定める料金の変更を行う場合には、新たな料金に

基づく別紙重要事項説明書及び契約書別紙サービス内容説明書を添

付した利用サービス変更合意書を交わします。 

 

（利用者負担額の滞納） 

第１３条 利用者及び連帯保証人が正当な理由なく利用者負担額を２ヶ月以

上滞納した場合は、事業者は、３０日以上の期間を定めて、利用者負

担額を支払わない場合には契約を解除する旨の催告をすることがで

きます。 

２   前項の催告をしたときは、事業者は、利用者の居宅サービス計画を 

作成した居宅介護支援事業者と、利用者の日常生活を維持する見地か

ら居宅サービス計画の変更、介護保険外の公的サービスの利用につい

て必要な協議を行うものとします。 

３   事業者は、前項に定める協議を行い、かつ利用者が第１項に定める

期間内に滞納額の支払いをしなかったときは、この契約を文書により

解除することができます。 

４   事業者は、前項の規定により解除に至るまでは、滞納を理由として

訪問看護サービスの提供を拒むことはありません。 
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  ５     連帯保証人の負担は別紙契約書に記載する極度額を限度とする。利

用者はこの限りではない。 

  ６   連帯保証人から利用料の支払い状況や滞納額等責務についての情

報提供依頼があった場合は遅滞なく情報を提供する。 

 

（秘密保持） 

第１４条 事業者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た利用者及び

その後見人または家族の秘密を漏らしません。 

２   事業者及びその従業員は、サービス担当者会議等において、利用者

及びその後見人または家族に関する個人情報を用いる必要がある場

合には、利用者及びその後見人または家族に使用目的等を説明し同意

を得なければ、使用することができません。 

 

（利用者の解除権） 

第１５条 利用者は、７日間以上の予告期間をもって、いつでもこの契約を解

除することができます。 

 

（事業者の解除権） 

第１６条 事業者は、利用者が法令違反又はサービス提供を阻害する行為をな

し、事業者の再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、こ

のサービス利用契約の目的を達することが困難になったときは、３０

日間以上の予告期間をもって、この契約を解除することができます。 

２   事業者は、前項によりこの契約を解除しようとする場合は、前もっ

て、主治医、利用者の居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業

者、公的機関等と協議し、必要な援助を行います。 

 

（契約の終了） 

第１７条 次に掲げるいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了する

ものとします。 

１   利用者が要介護（支援）認定を受けられなかったとき。 

２   第２条１項及び２項により、契約期間満了日の７日前までに利用者

から更新拒絶の申し出があり、かつ契約期間が満了したとき 

３      利用者が第１５条により契約を解除したとき。 

４   事業者が第１３条又は第１６条により契約を解除したとき。 

５   利用者が介護保険施設や医療施設等へ入所または入院等をしたとき。 

６   利用者が死亡したとき。 
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（損害賠償） 

第１８条 事業者は、訪問看護サービスの提供にあたって、事故が発生した場

合には、速やかに利用者の後見人及び家族に連絡を行うとともに、必

要な措置を講じます。 

２   前項において、事故により利用者又はその家族の生命、身体、財産

に損害が発生した場合は、事業者は速やかにその損害を賠償します。

ただし、事業者に故意・過失がない場合はこの限りではありません。 

３   前項の場合において、当該事故発生につき利用者に重過失がある場

合は、損害賠償の額を減額することができます。 

 

（利用者代理人） 

第１９条 利用者は、連帯保証人を選任してこの契約を締結させることができ、

また、契約に定める権利の行使と義務の履行を代理して行わせること

ができます。 

２   利用者の連帯保証人選任に際して必要がある場合は、事業者は成年

後見制度や地域福祉権利擁護事業の内容を説明するものとします。 

 

（合意管轄） 

第２０条 この契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、利用

者の住所地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め

合意します。 

 

（協議事項） 

第２１条 この契約に定めのない事項については、介護保険法等の関係法令に

従い、利用者と事業者の協議により定めます。 

 

 

この契約の成立を証するため本証２通を作成し、利用者と事業者が各々署名

押印して１通ずつを保有します。 
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東通村診療所の介護保険におけるサービス提供対価とし

て料金の支払いについて契約を締結します。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

利用者          住 所 

 

            氏 名               印 

 

 

連帯保証人        極度額  50.000 円 

 

住 所 

 

            氏 名               印 

 

 

 

事業者          住 所    青森県下北郡東通村大字砂子又字里 

17番地２ 

 

事業所名   一部事務組合下北医療センター 

   東 通 村 診 療 所  

 

         （事業所番号）  ０２１２６１０９４３ 

 

 

代表者名   所長 川原田 恒    印 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

契約書別紙 

 

指定訪問看護重要事項説明書 

 

 

１ 概  要 

（１） 事業所の概要 

事業所名（病院名） 一部事務組合下北医療センター 東通村診療所 

所在地 青森県下北郡東通村大字砂子又字里 17番地 2 

電話番号 0175－28－5111 

ＦＡＸ番号 0175－28－5601 

事業所番号 

 

訪問看護（指定事業所番号 0212610943） 

 

サービスを提供できる地域※ 東通村 

 

 

（２） 当事業所の職員体制 

職 名 資 格 常勤 非常勤 合計 業務内容 

管理者 医師 １名  １名 看護従業者及び業務の管理 

看護職員 看護師 ３名  ３名 訪問看護の業務にあたる 

勤務時間 
月・火・木・金曜日     午前 8時 15分～午後 5時 15分 

水・土曜日         午前 8時 15分～午後 12時 15分 

（３）  サービスの提供時間 

営業日 
月・火・木・金曜日     午前 8時 15分～午後 5時 15分 

水・土曜日         午前 8時 15分～午後 12時 15分 

休業日 日曜 及び祝祭日 12月 29日～1月 3日 

 

２ 当事業所の訪問看護の特徴等 

（１） 運営の方針 

ご利用者の要介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護状態となるこ

との予防を目的に、療養上の目標を設定し、医学の進歩に対応し、適切な看護

技術をもって、計画的に訪問看護を行います。 

また、自らその提供する指定訪問看護の質の評価を行い、常にサービスの改

善を図ります。 



（２） サービス利用のために 

事  項 備  考 

看護師等の変更 変更を希望される方はお申し出ください 

従業員への研修の実施 年１回 地域看護研修会を実施しています 

 

３ サービスの内容 

（１） 健康状態の観察と助言（体温・血圧・脈拍等） 

（２） 医師からの指示の医療処置 

・ カテーテル類の管理（尿の管、栄養の管、気管カニューレなどの交換） 

・ ご利用者の服薬状況の確認や指導等 

・ 創の処置など（ガーゼ交換、軟膏処置など） 

・ その他、医師の指示による検査類 

（３） 家庭での療養生活の過ごし方や介護方法についての具体的指導、及び援助 

（４） リハビリ訓練の指示、介助（医師、理学療法士の指導のもと） 

（５） 社会資源の活用についての相談・紹介、及び介護支援専門員との連携 

・ 環境整備、器具などの相談、介護用品の工夫や紹介 

・ 福祉制度利用のお手伝い 

（６） 終末期の看護：在宅で最期を迎えられる方と、その家族への援助 

 

４ 利用料金 

（１） 利用料 

介護保険からの給付サービスを利用する場合は、介護給付費の１割～３割負

担（介護保険負担割合証の利用者負担割合額）となります。ただし、介護保険

の給付の範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。 

ア 利用料（１回についての基本料金）           単位（1単位 10円） 

 

 

 

３０分未満 

３０分以上 

１時間未満 

１時間以上 

１時間３０分未満 

要介護 要支援 要介護 要支援 要介護 要支援 

看護師が行う 

訪問看護費 
399 382 574 553 844 814 

特別地域訪問看護

加算 
上記の１５％ 

准看護師が行う訪

問看護費 

 

上記料金のそれぞれ９０／１００の料金となります。 

 

サービス提供 

体制強化加算 

 

６／回 

 



※１ 料金設定の基本となる時間は、実際のサービス提供時間ではなく、ご利用者 

ケアプランに定められた時間を基準とします。 
 

イ 付加サービス 

特別管理加算（Ⅰ）※ 

特別管理加算（Ⅱ）※ 

１月につき  ５００単位       

１月につき  ２５０単位 

ターミナルケア加算 死亡月    ２，５００単位    

複数名訪問加算 ３０分未満  ２５４単位／回 

３０分以上  ４０２単位／回 

長時間訪問看護加算 １時間３０分を超えて訪問看護を行った場合  

＋３００単位 

退院時共同指導加算＊ 入院中（入所中）の方に、主治医等と連携して、在宅生

活における必要な指導を行い、その内容を文書により提

供した場合  １回 ６００単位 

初回加算＊ 新規に訪問看護を提供した場合。初回訪問の月に算定 

１月  ３００単位 

介護職員等処遇改善加算 ア＋イの数値に１．８％を乗じて算出した数値 

※介護現場における人材の確保及び定着を図るため、従業者

の賃金改善や職場環境の整備を目的とする加算 

  ※（Ⅰ）留置カテーテルまたは、気管カニューレを使用している、在宅悪性腫瘍患者指導管

理を受けている場合。 

（Ⅱ）在宅酸素療法、在宅中心静脈栄養法、在宅成分栄養経管栄養法等を受けている状態。 

   人工肛門又は人工膀胱を設置している状態。真皮を越える褥創がある場合。 

  ＊ どちらか一方の算定となります。 

 

（２）医療保険請求となるもの 

  ア 介護保険の対象でない方 

  イ 介護保険被保険者のうち厚生労働大臣が特に定めた疾患や病状の方等 

  ウ 病状により点滴などの医療行為を施行する場合 
 

（３） 交通費 

介護保険の訪問看護の場合は含まれていません。 

医療保険の訪問看護の場合は一律 300円です。 
 

（４） その他 

ア ご利用者の住まいで、サービスを提供するために使用する、水道、ガス、電

気等の費用はご利用者のご負担になります。 

イ 保険適用でない特殊材料や診断書については自己負担となります。 

ウ 料金の支払方法 

１月毎の精算となり、訪問翌月 10日以降に未収分の請求をいたします。お

支払いいただきますと、領収書を発行いたします。 

お支払い方法は、現金のみとなります。 



５ サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

まずはお電話等でお申し込みください。当事業所の職員がお伺いいたします。 

※ 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成を依頼している場合は、事前に介

護支援専門員とご相談ください。 

 

（２）サービスの終了 

ア ご利用者のご都合でサービスを終了する場合サービスの終了を希望する日

の１週間前までにお申し出ください。 

イ 当事業所の都合でサービスを終了する場合人員不足等やむを得ない事情に

より、サービスの提供を終了させていただく場合がございますが、その場合は、

終了１ヶ月前に通知します。 

ウ ご利用者が明らかに通院可能と判断される場合や、ご自宅での介護が適切に

なされない場合は、お断りすることがあります。 

エ 自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

（ア） ご利用者が介護保険施設等に入所した場合 

 

（イ） 介護保険給付でサービスを受けていたご利用者の要介護認定区分が、非

該当（自立）と認定された場合（介護保険給付費でのサービスは受けら

れませんので、ご相談ください。） 

 

（ウ） ご利用者が亡くなられた場合 

 

オ その他 

（ア）  当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反

した場合、ご利用者やご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行

った場合、または当事業所が破産した場合、ご利用者は文書で解約を通

知することによって即座にサービスを終了できます。 

（イ）  ご利用者または連帯保証人が、サービス利用料金の支払いを２ヶ月以

上遅延し、料金を支払うよう催告したのにもかかわらず３０日以内に支

払わない場合、またはご利用者やご家族などが当事業所や当事業所のサ

ービス従事者に対して本契約を継続し難いほどの背信行為を行った場合

は、文書で通知することにより、即座にサービスを終了させていただく

場合がございます。 

 

 

 



６ サービス内容に関する苦情 

（１）当事業所のご利用者相談・苦情窓口 

担 当 者  仁和 直也 

電   話  0175-28-5111 FAX 0175-28-5601 

受 付 日  年中（ただし、１２月２９日～１月３日を除く） 

受付時間  午前８時１５分 ～ 午後５時１５分 

（２）苦情処理フロー 

 

 

 

 

 

 

事業所職員、管理者等での検討があれば、  

苦情処理委員会を組織していなくてもよい。 

 

 

（３）その他 

当事業所以外に、お住まいの市町村及び青森県国民健康保険団体連合の

相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

ア 東通村健康福祉課 

  0175－28－5800 

イ 青森県国民健康保険団体連合会（介護保険苦情相談窓口） 

017－723－1301 

 

７ 緊急時の対応方法 

 サービスの提供中に容体の変化等があった場合は、事前の打ち合わせにより、

主治医、救急隊、ご家族、介護支援専門員等へ連絡をいたします。 

 

主治医 

氏名 川原田 恒 

連絡先 東通村診療所 電話番号 ０１７５－２８－５１１１ 

ご家族 

氏名  

連絡先  電話番号  

 

 

 

利用者 事業所職員 

苦情担当 事業所の苦情処理検討委 

事業所内に苦情内容及びその解決方法を掲示 利用者 



８ 事故発生時の対応 

サービスの提供中に事故が発生した場合は、ご利用者がお住まいの市町村、ご家

族、居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、必要な措置を講じます。 

また、ご利用者に対して当事業所の介護サービスにより賠償すべき事故が発した

場合は、速やかに損害賠償いたします。なお、当事業所は全国自治体病院開設者

協議会と損害賠償保険契約を結んでおります。 

 

９ 秘密の保持について 

（１） 当該事業所の従事者は、正当な理由がなくその業務上知り得たご利用者及

びご家族の秘密を漏らしません。 

（２） 当該事業所の従事者であった者は、正当な理由がなくその業務上知り得た

ご利用者及びご家族の秘密を漏らしません。 

（３） 事業所では、ご利用者の医療上緊急の必要がある場合またはサービス担当

者会議等で必要がある場合に限り、必要な範囲内でご利用者またはご家族の

個人情報を用いる場合があります。 

 

１０．高齢者の人権擁護 

（１）虐待の防止 

①虐待の防止に関する対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、虐待防止

のための指針を整備します。 

②従業者に対し、虐待の防止のための研修会を年 1回以上実施します。 

③サービス提供中に、養護者またはサービス提供事業者による虐待を受けたと思われ

る利用者を発見した場合には、速やかに東通村健康福祉課へ通報します。 

（２）身体拘束等の禁止 

利用者または他の利用者の生命または身体を保護するための緊急やむを得ない場合

を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。 

また、身体拘束等の適正化を図るため、以下の措置を講じます。 

①身体拘束等の適正化に関する対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

指針を整備します。 

②従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

１１．ハラスメント対策 

（１）当センターは、従業者に対するハラスメントの防止に取り組み、従業者が働き

やすい職場環境の整備に努めます。 

（２）利用者による従業者への暴力、暴言、誹謗中傷、セクシャルハラスメント等の

行為を禁止します。 

 

 



１２．ＩＣＴの活用 

（１）医療・介護用ＳＮＳを活用し、サービス事業者との連携を密に行います。 

（２）関係サービス事業所との連携を目的として、国が整備したケアプランデータ連

携システム等を活用し、必要な範囲で利用者の個人情報を電磁的に共有することがあ

ります。なお、個人情報の取り扱いについては、介護保険法及び関係法令を遵守し、

当事業所の個人情報保護方針に基づき、適切に管理します。



 

個人情報利用の同意書について 

 

 

 私（及び私の家族）の個人情報の利用については、下記により必要最小限の範囲内

で使用することに同意します。 

 

 

 

記 

 

 

 

１ 使用目的 

（１） サービスの提供を受けるにあたって、サービス事業者間で開催されるサー

ビス担当者会議において、ご利用者の状態、家族の状況を把握するために必要

な場合。 

（２） サービス提供実績等の作成及び関係事業所との情報共有を円滑に行うため、

国が整備したケアプランデータ連携システム等のＩＣＴを活用する場合。 

（３） 上記（１）（２）の外、他事業所との連絡調整のために必要な場合。 

   

 

２ 個人情報を提供する事業所 

（１） 居宅サービス計画に掲載されている事業所 

（２） 診療所 

 

３ 使用する期間 

  サービスの提供を受けている期間 

 

４ 使用する条件 

  個人情報の利用については、必要最小限の範囲で使用するものとし、個人情

報の提供に当たっては書面・電磁的記録を問わず、関係者以外の者に洩れること

のないよう細心の注意を払う。 

 

 

 



  

訪問看護利用同意書 

個人情報使用同意書 

 

令和  年  月  日 

 

 訪問看護の提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて、重要な事項を説

明しました。 

 

 

事業所 

所在地   青森県下北郡東通村大字砂子又 

字里 17番地 2 

名 称   一部事務組合下北医療センター 

         東 通 村 診 療 所  

 

説明者氏名              印 

 

 

 

 

 私は、契約書および本書面により、事業者から訪問看護についての重要事項と個人

情報利用の説明を受け、サービスの提供開始に同意します。 

 

 

 

 

利用者 住所 

    氏名              印 

 

 

連帯保証人 住所 

    氏名              印 

 





契約書別紙 

 

指定居宅療養管理指導重要事項説明書 

 

 

１ 概  要 

（１）事業所の概要 

事業所名（病院名） 一部事務組合下北医療センター 東通村診療所 

所在地 青森県下北郡東通村大字砂子又字里 17番地 2 

電話番号 0175－28－5111 

ＦＡＸ番号 0175－28－5601 

事業所番号 指定事業所番号 0212610943 

 

（２）当事業所の職員体制 

職名 資格 常勤 非常勤 合計 業務内容 

管理者 医師 １名  １名 

利用申し込みの調整、業務等の管理

及び居宅療養管理指導の提供にあ

たる 

居宅療養

管理指導

従事者 

医師 １名 １名 ２名 居宅療養管理指導の提供にあたる 

 

（３）サービスの提供時間 

営業日 
月・火・木・金曜日     午前 8時 15分～午後 5時 15分 

水・土曜日         午前 8時 15分～午後 12時 15分 

休業日 日曜 及び祝祭日 12月 29日～1月 3日 

 

（４）通常の事業の実施区域 

東通村村内 

 

２ 当事業所の居宅療養管理指導の運営方針 

   指定居宅療養管理指導にあたっては、ご利用者の要介護状態の軽減若しくは悪

化の防止又は要介護状態となることの予防に役立つよう計画的に行います。また、

ご利用者様の社会生活の課題にも目を向け、地域社会における様々な支援へとつ

ながる様留意し、関連する情報をケアマネージャーなどに提供するよう努めます。 

また、自らその提供する指定居宅療養管理指導の質の評価を行い、常にサービ

スの改善を図っています。 



 

３ サービスの内容 

   医師は、通院が困難なご利用者に対して、医学的管理に基づき、居宅介護支援

事業者等に対する介護サービス計画の策定等に必要な情報提供若しくはその家

族等に対する介護サービスを利用する上での留意点、介護方法等について指導及

び助言を行います。 

 

４ 利用料金 

（１）利用料 介護給付費の1割～3割負担(介護保険負担割合証の利用者負担割合額) 

                        （1単位 10円） 

 単一建物居住者 

1人 

単一建物居住者 

2～9人 

単一建物居住者 

10人以上 

医師居宅療養管

理指導    

（2回/月まで） 

515単位 487単位 446単位 

特別地域加算（上記の 15％） 

 

（２）交通費 

訪問するための交通費の実費は、ご負担していただくことになります。 

訪問診療及び往診は、一律 300円です。 

 

（３）その他 

ア ご利用者の住まいで、サービスを提供するために使用する、水道、ガス、電

気等の費用はご利用者のご負担になります。 

イ 料金の支払方法 

１月毎の精算となり、訪問翌月 10日以降に未収分の請求をいたします。お

支払いいただきますと、領収書を発行いたします。 

お支払い方法は、現金のみとなります。 

 

５ サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

まずは、お電話等でお申し込みください。当事業所の職員がお伺いいたしま

す。 

※ 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成を依頼している場合は、事前に介

護支援専門員とご相談ください。 



（２）サービスの終了 

ア ご利用者のご都合でサービスを終了する場合、サービスの終了を希望する日

の１週間前までにお申し出ください。 

イ 当事業所の都合でサービスを終了する場合、人員不足等やむを得ない事情に

より、サービスの提供を終了させていただく場合がございますが、その場合は、

終了１ヶ月前に通知します。 

ウ 自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

（ア）ご利用者が介護保険施設に入所した場合 

（イ）介護保険給付でサービスを受けていたご利用者の要介護認定区分が、非該

当（自立）と認定された場合（介護保険給付費でのサービスは受けられませ

んので、ご相談ください。） 

（ウ）ご利用者が亡くなられた場合 

エ その他 

    ご利用者やご家族などが、当事業所や当事業所の医師に対して本契約の継続

が難しいほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座に

サービスを終了させていただく場合がございます。 

 

６ サービス内容に関する苦情 

（４）当事業所のご利用者相談・苦情窓口 

担 当 者  仁和 直也 

電   話  0175-28-5111 FAX 0175-28-5601 

受 付 日  年中（ただし、１２月２９日～１月３日を除く） 

受付時間  午前 8時 15分 ～ 午後 5時 15分 

 

（５）苦情処理フロー 

 

 

 

 

 

 

事業所職員、管理者等での検討があれば、  

苦情処理委員会を組織していなくてもよい。 

 

 

利用者 事業所職員 

苦情担当 事業所の苦情処理検討委 

事業所内に苦情内容及びその解決方法を掲示 利用者 



（６）その他 

当事業所以外に、お住まいの市町村及び青森県国民健康保険団体連合の

相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

ア 東通村健康福祉課 

  0175－28－5800 

イ 青森県国民健康保険団体連合会（介護保険苦情相談窓口） 

017－723－1301 

 

７ 事故発生時の対応方法 

 サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかにご利用者がお住まいの

市町村、ご家族等に連絡するとともに、必要な措置を講じます。 

 また、ご利用者に対して当事業所のサービスの提供により賠償すべき事故が発

した場合は、速やかに損害賠償いたします。なお、当事業所は全国自治体病院開

設者協議会と損害賠償保険契約を結んでおります。 

 

主治医 

氏名 川原田 恒 

連絡先 東通村診療所 電話番号 0175－28－5111 

ご家族 

氏名  

連絡先  電話番号  

 

８ 秘密の保持について 

（１）当該事業所の従事者は、正当な理由がなくその業務上知り得たご利用者及び

ご家族の秘密を漏らしません。 

（２）当該事業所の従事者であった者は、正当な理由がなくその業務上知り得たご

利用者及びご家族の秘密を漏らしません。 

（３）当事業所では、ご利用者の医療上緊急の必要がある場合またはサービス担当

者会議等で必要がある場合に限り、必要な範囲内でご利用者またはご家族の

個人情報を用いる場合があります。 

 

９．高齢者の人権擁護 

（１）虐待の防止 

①虐待の防止に関する対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、虐待防止

のための指針を整備します。 



②従業者に対し、虐待の防止のための研修会を年 1回以上実施します。 

③サービス提供中に、養護者またはサービス提供事業者による虐待を受けたと思われ

る利用者を発見した場合には、速やかに東通村健康福祉課へ通報します。 

（２）身体拘束等の禁止 

利用者または他の利用者の生命または身体を保護するための緊急やむを得ない場合

を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。 

また、身体拘束等の適正化を図るため、以下の措置を講じます。 

①身体拘束等の適正化に関する対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

指針を整備します。 

②従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

１０．ハラスメント対策 

（１）当センターは、従業者に対するハラスメントの防止に取り組み、従業者が働き

やすい職場環境の整備に努めます。 

（２）利用者による従業者への暴力、暴言、誹謗中傷、セクシャルハラスメント等の

行為を禁止します。 

 

 



 

個人情報利用の同意書について 

 

 

 

 私（及び私の家族）の個人情報の利用については、下記により必要最小限の範囲内

で使用することに同意します。 

 

 

 

記 

 

 

 

１ 使用目的 

（１）サービスの提供を受けるにあたって、サービス事業者間で開催されるサービ

ス担当者会議において、利用者の状態、家族の状況を把握するために必要な

場合。 

（２）上記（１）の外、他事業所との連絡調整のために必要な場合。 

 

２ 個人情報を提供する事業所 

（１）居宅サービス計画に掲載されている事業所 

（２）診療所 

 

３ 使用する期間 

  サービスの提供を受けている期間 

 

４ 使用する条件 

  個人情報の利用については、必要最小限の範囲で使用するものとし、個人情

報の提供に当たっては関係者以外の者に洩れることのないよう細心の注意を払

う。 

 

 

 



 

居宅療養管理指導利用同意書 

個人情報使用同意書 

 

令和  年  月  日 

 

 居宅療養管理指導の提供開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて、重要な

事項を説明しました。 

 

 

事業所 

所在地   青森県下北郡東通村大字砂子又 

字里 17番地 2 

名 称   一部事務組合下北医療センター 

         東 通 村 診 療 所  

 

説明者氏名              印 

 

 

 

 

 私は、契約書および本書面により、事業者から居宅療養管理指導についての重要事

項と個人情報利用の説明を受け、サービスの提供開始に同意します。 

 

 

 

 

利用者 住所 

    氏名              印 

 

連帯保証人 住所 

    氏名              印 



 

 

 

 

居 宅 療 養 管 理 指 導 契 約 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一部事務組合下北医療センター 

東 通 村 診 療 所 

 



 

居 宅 療 養 管 理 指 導 契 約 書 

 

      （以下「利用者」という。）と一部事務組合下北医療センター東

通村診療所（以下「事業者」という。）とは、居宅療養管理指導サービスの利

用に関して次のとおり契約を結びます。 

 

（目的） 

第１条 事業者は、介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い、利用者が

その有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができる

よう、利用者の心身の状況、置かれている環境等を踏まえて療養上の管理及

び指導を行うことにより利用者の療養生活の質の向上を図ります。 

２ 事業者は、居宅療養管理指導サービスの提供にあたっては、利用者の要介

護状態区分及び利用者の被保険者証に記載された認定審査会意見に従いま

す。 

 

（契約期間） 

第 2条 この契約書の契約期間は、令和  年  月  日から要介護認定有

効期間の満了日までとします。但し、上記の契約期間の満了日前に、利用者

が要介護状態区分の変更の認定を受け、要介護（支援）認定有効期間の満了

日が更新された場合には、変更後の要介護（支援）認定有効期間の満了日ま

でとします。 

２ 前項の契約期間満了日の７日前までに利用者から更新拒絶の意思表示が

ない場合は、この契約は同一の内容で自動更新されるものとし、その後もこ

れに準じて更新されるものとします。 

３ 本契約が自動更新された場合、更新後の契約期間は、更新前の契約期間満

了日の翌日から更新後の要介護（支援）認定有効期間の満了日までとします。 

 

（運営規程の概要） 

第 3条 事業者の運営規程の概要（事業の目的、職員の体制、居宅療養管理指

導サービスの内容等）、従業者の勤務の体制等は、別紙重要事項説明書に記

載したとおりです。



（居宅療養管理指導サービスの内容及びその提供） 

第４条 事業者は、事業者に属する医師を派遣し、契約書別紙サービス内容説

明書に記載した内容の居宅療養管理指導サービスを提供します。 

２ 事業者は、利用者に対して居宅療養管理指導サービスを提供するごとに、

当該サービスの提供日及び内容、介護保険から支払われる報酬等の必要事項

を、利用者が依頼する居宅介護支援事業者が作成する所定の書面に記載し、

利用者の確認を受けることとします。 

３ 事業者は、利用者の居宅療養管理指導サービスの実施状況等に関する記録

を整備し、その完結の日から２年間保存しなければなりません。 

４ 利用者及びその後見人（後見人がいない場合は利用者の家族）は、必要が

ある場合は、事業者に対し前項の記録の閲覧及び自費による謄写を求めるこ

とができます。ただし、この閲覧及び謄写は、事業者の業務に支障のない時

間に行うこととします。 

 

（居宅介護支援事業者等との連携） 

第５条 事業者は、利用者に対して居宅療養管理指導サービスを提供するにあ

たり、利用者が依頼する居宅介護支援事業者またはその他保健・医療・福祉

サービスを提供する者との密接な連携に努めます。 

 

（協力義務） 

第６条 利用者は、事業者が利用者のため居宅療養管理指導サービスを提供す

るにあたり、可能な限り事業者に協力しなければなりません。 

 

（苦情対応） 

第７条 事業者は、苦情対応の責任者及びその連絡先を明らかにし、事業者が

提供した居宅療養管理指導サービスについて利用者、利用者の後見人または

利用者の家族から苦情の申し立てがある場合は、迅速かつ誠実に必要な対応

を行います。 

２ 事業者は、利用者、利用者の後見人または利用者の家族が苦情申し立て等

を行ったことを理由として、利用者に対し何ら不利益な取扱いをすることは

できません。 

 

（費用） 

第８条 事業者が提供する居宅療養管理指導サービスの利用単位毎の利用料

とその他の費用は、別紙重要事項説明書に記載したとおりです。 



２ 利用者及び連帯保証人は、サービスの対価として、前項の費用の額をもと

に算定された利用者負担額を事業者に支払います。 

３ 事業者は、提供する居宅療養管理指導サービスのうち、介護保険の適用を

受けないものがある場合には、特にそのサービスの内容及び利用料金を説明

し、利用者及び連帯保証人の同意を得ます。 

４ 事業者は、前二項に定める費用のほか、居宅療養管理指導サービスの提供

に要した交通費の支払いを利用者に請求することができます。 

５ 事業者は、前項に定める費用の額にかかるサービスの提供にあたっては、

あらかじめ利用者及び連帯保証人に対し、当該サービスの内容及び費用につ

いて説明を行い、利用者及び連帯保証人の同意を得なければなりません。 

６ 事業者は、利用者が正当な理由もなく居宅療養管理指導サービスの利用を

キャンセルした場合は、キャンセルした時期に応じて、契約書別紙サービス

内容説明書に記載したキャンセル料の支払いを求めることができます。 

７ 事業者は、居宅療養管理指導サービスの利用単位毎の利用料及びその他の

費用の額を変更しようとする場合は、1 カ月前までに利用者に対し文書によ

り通知し、変更の申し出を行います。 

８ 事業者は、前項に定める料金の変更を行う場合には、新たな料金に基づく

別紙重要事項説明書及び契約書別紙サービス内容説明書を添付した利用サ

ービス変更合意書を交わします。 

９ 連帯保証人の負担は別紙契約書に記載する極度額を限度とする。利用者は

この限りではない。 

 

（利用者負担額の滞納） 

第９条 利用者及び連帯保証人が正当な理由なく利用者負担額を２ヶ月以上

滞納した場合は、事業者は、３０日以上の期間を定めて、利用者負担額を支

払わない場合には契約を解除する旨の催告をすることができます。 

２ 前項の催告をしたときは、事業者は、利用者の居宅サービス計画を作成し

た居宅介護支援事業者と、利用者の日常生活を維持する見地から居宅サービ

ス計画の変更、介護保険外の公的サービスの利用について必要な協議を行う

ものとします。 

３ 事業者は、前項に定める協議を行い、かつ利用者が第１項に定める期間内

に滞納額の支払いをしなかったときは、この契約を文書により解除すること

ができます。 

４ 事業者は、前項の規定により解除に至るまでは、滞納を理由として居宅療

養管理指導サービスの提供を拒むことはありません。 

５ 連帯保証人から利用料の支払い状況や滞納額等、責務についての情報提供



依頼があった場合は遅延なく情報を提供する。 

 

（秘密保持） 

第１０条 事業者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た利用者及び

その後見人または家族の秘密を漏らしません。 

２ 事業者及びその従業員は、サービス担当者会議等において、利用者及びそ

の後見人または家族に関する個人情報を用いる必要がある場合には、利用者

及びその後見人または家族に使用目的等を説明し同意を得なければ、使用す

ることができません。 

 

（利用者の解除権） 

第１１条 利用者は、７日間以上の予告期間をもって、いつでもこの契約を解

除することができます。 

 

（事業者の解除権） 

第１２条 事業者は、利用者が法令違反又はサービス提供を阻害する行為をな

し、事業者の再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、このサー

ビス利用契約の目的を達することが困難になったときは、３０日間以上の予

告期間をもって、この契約を解除することができます。 

２ 事業者は、前項によりこの契約を解除しようとする場合は、前もって利用

者の居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者や公的機関等と協議

し、必要な援助を行います。 

 

（契約の終了） 

第１３条 次に掲げるいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了する

ものとします。 

１ 利用者が要介護（支援）認定を受けられなかったとき。 

２ 第２条１項及び２項により、契約期間満了日の７日前までに利用者から更

新拒絶の申し出があり、かつ契約期間が満了したとき。 

３ 利用者が第１１条により契約を解除したとき。 

４ 事業者が第９条又は第１２条により契約を解除したとき。 

５ 利用者が介護保険施設や医療施設等へ入所または入院等をしたとき。 

６ 利用者において、居宅療養管理指導サービスの提供の必要性がなくなった

とき。 

７ 利用者が死亡したとき。 

 



（損害賠償） 

第１４条 事業者は、居宅療養管理指導サービスの提供にあたって、事故が発

生した場合には、速やかに利用者の後見人及び家族に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じます。 

２ 前項において、事故により利用者又はその家族の生命、身体、財産に損害

が発生した場合は、事業者は速やかにその損害を賠償します。ただし、事業

者に故意・過失がない場合はこの限りではありません。 

３ 前項の場合において、当該事故発生につき利用者に重過失がある場合は、

損害賠償の額を減額することができます。 

 

（利用者連帯保証人） 

第１５条 利用者は、連帯保証人を選任してこの契約を締結させることができ、 

また、契約に定める権利の行使と義務の履行を代理して行わせることができ

ます。 

２ 利用者の連帯保証人選任に際して必要がある場合は、事業者は成年後見制

度や地域福祉権利擁護事業の内容を説明するものとします。 

 

（合意管轄） 

第１６条 この契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、利用

者の住所地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意し

ます。 

 

（協議事項） 

第１７条 この契約に定めのない事項については、介護保険法等の関係法令に

従い、利用者と事業者の協議により定めます。 

 

 

この契約の成立を証するため本証２通を作成し、利用者と事業者が各々署名

押印して１通ずつを保有します。 

 



東通村診療所の介護保険におけるサービス提供対価とし

て料金の支払いについて契約を締結します。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

利用者          住 所 

 

            氏 名               印 

 

連帯保証人        極度額 5.000円 

 

  住 所 

 

            氏 名               印 

 

 

事業者           住 所    青森県下北郡東通村大字砂子又字里 

17番地２ 

 

事業所名   一部事務組合下北医療センター 

   東 通 村 診 療 所  

 

         （事業所番号）  ０２１２６１０９４３ 

 

 

代表者名   所長 川原田 恒    印 

 

 

 

 

 

 


